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研究成果の概要（和文）：武力行使禁止原則の法的構造について、学説、戦間期における議論の再検討、国連憲
章起草過程の見直し、近時の国家実行の分析を行った。その結果、国連憲章起草過程において、国連の目的と両
立する武力行使は許されうる、ただしそれは安保理の事後的判断に委ねられるという米国の構想が一貫して存在
する一方で、サンフランシスコ会議においては憲章に規定されたものを除いて単独主義的な武力行使は認められ
ないという理解が示され、こうした理解の相違に関して合意がなかったと考えられること、近年の実行において
も国連憲章の起草過程において見られた武力行使禁止原則の基本構造に関する2つの理解とその対立が見出され
ることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study examined the legal structure of the principle of the prohibition 
of the use of force by reviewing the debate in the interwar period, the drafting process of the UN 
Charter and recent practices. As a result, the following remarks were identified: in the drafting 
process of the UN Charter, there was a consistent US conception that the use of force compatible 
with the objectives of the UN could be permitted, but that this would be left to the ex post facto 
judgement of the Security Council; on the other hand, at the San Francisco Conference, there was an 
understanding that unilateral use of force, except as stipulated in the Charter, was not permitted; 
there was no agreement on these differences; and that even in recent practices, the above mentioned 
two understandings can be found unresolved.

研究分野：国際法

キーワード： 武力行使禁止原則　国際連合憲章

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
武力行使禁止原則の法的構造は、学術的にも社会的にも、近年あらためて注目されてきている。同構造に関する
本研究は、そうした課題に取り組むものであり、本研究成果は今後の研究について方向性を示すものである。今
後、幅広い実行を検討することによって、同構造を明らかにしたい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 国家による武力行使の法的規制という問題は、国際法および国際法学の存在理由の一つであ
り、もっとも重要な分野の一つであった。他方でこの問題は、国家による力の行使をどのように
規制するかという問題だけでなく、そもそもそれを規制することは可能なのかという疑問を惹
起するものであり、その意味で国際法の存在を脅かすものでもある。 
現代国際法においては、国家による武力行使は一般に禁止されたと理解されている。その根拠
とされるのが国連憲章第 2条 4項である。この武力行使禁止原則に対し、国連憲章は主要な例外
を 2つ認めている。第 7章で規定される安保理によって認められた武力の行使と第 51 条に規定
される自衛権である。 
この両者、すなわち武力行使禁止原則とそれに対する例外との関係については、現在では厳格
な禁止と明確な例外という捉え方が、言いかえればこの 2 つの例外以外の武力行使は許されな
いと理解されることが一般的である。しかし、こうした捉え方が各国によって共有されているか
については、疑問も呈せられる状況にあった。例えば 2018 年 4 月に米英仏は、シリアのアサド
政権が化学兵器を使ったとして、同国へのミサイル攻撃を行った。本件ミサイル攻撃は、国連憲
章における 2 つの主要な例外には該当しないと考えられるが、それに対する非難決議に対して
は過半数の国家が反対したのであり、さらには、そうした攻撃に参加した国の間でも、それを国
際法上どう位置づけるかについて一致が見られなかったのである。 
矛盾とも混乱とも言えるこうした状況は、武力行使禁止原則との関係でどのように位置付け
られるか、言い換えれば、武力行使禁止原則は厳格な禁止と明確な例外という構造のものとして
存在しているのだろうか、そうした捉え方が適切でないとすればどのように理解すればよいの
だろうか、という問題意識から、本研究を開始した。 
 
 
２．研究の目的 
現代国際法における武力行使禁止原則の法的構造を明らかにし、その成果を国際的に問うこ
とであった。 
 
 
３．研究の方法 
 一次資料および二次文献の収集・整理・分析が中心となった。まず戦間期における戦争違法化
の構造を明らかにし、その上で現代国際法上の武力行使禁止原則の法的構造を歴史的なパース
ペクティブの中に位置づけ、第二次大戦後の国家実行と学説においてそうした構造に関する理
解がどのように変化していったのか、あるいは変化しなかったのかを検討した。 
 
 
４．研究成果 
 武力行使禁止原則の法的構造について、まず近時の学説を整理した。伝統的に論じられてきた、
国連憲章に見られる厳格な禁止と明確な例外というテーゼを踏襲する学説に対して、2010 年代
以降、その内容の不明確さあるいは曖昧さを指摘する見解や、これらがいずれも個別国家による
武力行使に関する規制を実体ルールの問題として捉えるのに対して、手続すなわち安保理の判
断を重視する見解が示されるようになってきている。 
 こうした対立もふまえ、戦間期における議論の再検討、国連憲章起草過程の見直し、近時の国
家実行の分析を行った。 
 武力行使禁止原則を規定するにあたっては、何を禁止するかに加え、その違反をいかなる主体
がどのように認定するかという問題が生じるが、こうした問題は、戦間期から、侵略の定義とそ
の認定という形で、相互援助条約案、ジュネーブ議定書、ラインラント協定、侵略の定義議定書
草案などの起草過程において論じられており、そこには 2つのアプローチが存在し、定義の厳格
性と認定手続との間には相関性を見出すことができる。すなわち、認定機関の裁量に頼ることな
く侵略国を認定するためには絶対的に明確な定義が必要となり、認定機関に裁量が与えられる
場合には定義自体は柔軟なものでもよい――そうである必要もある――とされていたのである。 
国連憲章起草過程における、武力行使禁止原則に関する米国による理解は、国連の目的と両立
する武力行使は許されうる、ただしそれは安保理の事後的判断に委ねられる、とするものだった
が、これは、武力行使の禁止を「簡潔で包括的でない」形で規定するにとどめ、安保理にその違
反に関する認定を行わせようとするものであり、こうした 2 つのアプローチの中では後者に該
当するものと言える。 
他方で、サンフランシスコ会議におけるブラジルは、機構の目的に合致すると主張してなされ
る国家による単独主義的な武力行使は承認されないと解していたのであり、侵略に関する上記
の対立の中では前者のアプローチに該当するが、米国代表の回答によってそれが認められたと
受け取られることにより、多くの参加国がそうした理解を共有したものと考えられる。しかし、



そうした小委員会会合における自身の回答にもかかわらず、米国は先述の構想を放棄していな
かった。この点において、少なくともブラジルと米国との間には見解の一致がなかったと解する
ことが自然であり、同原則の基本構造については、その成立段階から見解の相違あるいは合意の
不在が見出されると考えられるのである。 
国連憲章起草過程に関するこうした理解を踏まえ、近年の実行を検討した。具体的には、①
2010 年代半ばの ISIL（イラクおよびシリアにおけるイスラム国）に対する軍事作戦、②2017 年
4 月の米国によるシリア攻撃、③2018 年 4 月の米英仏によるシリア空爆である。その結果、そう
した実行においても、国連憲章の起草過程において見られた武力行使禁止原則の基本構造に関
する 2つの理解とその対立が見出されることが明らかになった。 
 今後は幅広い実行を検討することによって、同構造の全体像を明らかにすることとしたい。 
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